新たな市民参加推進計画の策定について（案）

○　現在の市民参加推進計画は，平成１３年度から平成２２年度までの１０年間の計画

　○　平成２３年１月を目途に新たな市民参加推進計画を策定し，平成２３年４月から新計画による取組を開始

　○　現計画の成果と課題を総括のうえ，これを踏まえた新たな計画を策定する。

　＜成果＞　
・　本市が設置する審議会等については，非公開情報を扱うものを除き，平成１６年度からすべて公開
・　市民公募委員が在籍する審議会数，市民公募委員数は，共に年々増加


・　パブリック・コメントが必要な条例案や計画案については，着実にこれを実施
・　本市内におけるＮＰＯ法人は年々増加し，市民活動が年々盛ん（⑬141，⑱562，⑳651）
＜課題＞
・　市民に市民参加の実感が高いとは言えない（京都市市民生活実感調査結果）。
・　事業の企画や評価の段階への市民参加を更に進めていく必要
・　自治会，町内会などの地縁活動の担い手や後継者が不足
・　自治会，町内会などの地縁活動とＮＰＯなどの志縁活動の連携が不十分
　　 ・　職員における「共汗・協働」の意識の高揚を図るなどの庁内体制の確立が必要

　○　策定に向けた取組予定

　　・徹底した市民参加による計画策定

　　　　▶市政総合アンケート調査の実施（平成２２年６月）

　　　　▶市民参加円卓会議の開催※１
　　　　▶庁内事例発表会の開催※２
　　・市民参加推進フォーラムから本市への提言書提出（同年９月）

　　・パブリック・コメントの実施（同年１０月）

　　・新たな計画の決定（平成２３年１月）

　　・新計画による取組の開始

（平成２３年４月からの１０箇年計画。中間年度に見直し予定）


市民公募委員の在籍する審議会数　⑮２４件　⑱４９件　　６９件


市民公募委員数　　　　　　　　　⑮６７人　⑱１１２人　２４３人（はいずれも22年1月現在）








（同年６月～７月）





※１　市民参加円卓会議･･･市民参加に係わりのある市民に集まっていただき，現在の市民参加の課題や新計画に盛り込んだらよいと思うアイデアをワークショップで議論し，その結果を新計画に生かす。


※２　庁内事例発表会･････本市の市民参加に関する事例を職員向けに発表するとともに，職員が市民参加を進めるに当たって抱える悩みや乗り越え方などについてワークショップで議論し，その結果を新計画に生かす。





資料７








